
R2利用実績(人) 評価

1,241

(694戸）

1,241

項目

指定管理料 使用料

利用料金 賃貸料

自主事業 その他

雑収入

計 0 計(A）

人件費 43,111,200 人件費

需用費 295,680 委託料

役務費 1,269,446 需用費

委託料 326,608 その他

使用料・
賃借料

45,002,934 計(B）

租税公課 45,002,934 支出(B-A)

その他諸費 44,625,749 維持修繕費

備品購入費

計 44,625,749 計(C）

89,628,683 支出(B+C-A)

人 4 人

人 0 人

評価

円 なし

円 評価

R1

40,271,051

39,071,420

1,199,631

95,647,561支出(B+C-A)

利用料金算定額 減免対象額 実収入額利用料金実績
（単位：円） 0

令和２年度指定管理者評価調書

施設所管課 都市整備部都市計画課 評価者職氏名 課長　古山　英範 評価日 令和3年7月9日

施 設 名 称 奥州市市営住宅 施 設 所 在 地 奥州市全域

指定管理者名 株式会社　寿広 公募・非公募の別 公　募

指 定 期 間 令和２年４月１日～令和７年３月31日（５年間） 新規・継続の別 継　続

施設設置目的

国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住
宅を整備し、これを住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で賃貸
し、又は転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉を増進に寄与
することを目的とする。

指定管理料の有無 有

指定管理
料の区分

指定管理料のみ
施 設 概 要

松堂住宅（１号～４号）プレキャストコンクリート造平屋建て総
床面積149.8㎡、他249棟及び共同施設等

１　施設の利用状況

利 用 状 況

施設名 H29利用実績(人) H30利用実績(人) R1利用実績(人) 前年対比(％)

(732戸)

市営住宅入居者数 1,569 1,438 1,349 92.0

3

(市営住宅入居戸数) (788戸) (752戸)

1,438 1,349 92.0

〔利用者の増減理由〕

(94.8%)

0 その他

43,111,200 43,111,200

歳入

使用料

0 賃貸料

計

40,271,051

43,111,200 0 43,111,200 計(A） 0

16,744,200 16,744,200

歳出

※経
常的

40,271,051

1,607,933 1,607,933 需用費 1,937,920

3,412,200 3,412,200

55,376,510

備品購入費

1,246,000 1,246,000

1,859,823 1,859,823

歳出

※臨
時的

維持修繕費

41,452,873 0 41,452,873 計(C） 55,376,510

支出(B-A)

R2年度指定管理者収支 市の収支

R2年度決算額 市直営決算(H28年度)

収入

公の施設分 自主事業分

その他 2,126,312

34,758,408

15,010,946 15,010,946 委託料 1,448,411

3利用者一人
当たりの

指定管理料

指定管理料
  　/利用者数

34,739.1

行 革 効 果

〔指定管理による行革効果〕 〔行革効果額〕 △ 4,731,883

　指定管理者制度を導入したことで、入居者ニーズに対
しより効率的に対応することができ、入居者への利便向
上が図られた。
　なお、令和２年度からの導入２期目に伴い指定管理内
容を見直し、施設修繕上限額の引上げ、除草作業追加な
どで年350万円増額したことことに併せ、令和２年度には
３年毎の建築物点検（180万円）があったことから指定管
理導入前の平成28年度と単純比較できない。

〔行革効果額の積算根拠〕

指定管理者
人件費率

人件費(賃金等)
　　/指定管理者事業支出

40.4 ％
R2年度

指定管理者損益
1,658,327 円

事業目的に適合しない支出等の有無

効果額 △ 4,731,883 △ 5,931,514

3

R2 比較

直営支出額 40,271,051 0

市支出額 45,002,934 5,931,514

　市の臨時・非常勤職員

1,571,771 1,571,771 計(B）

指定管理料

0

民間賃貸住宅等への転居及び入居者の高齢化による福祉施設等への転居、政策空家（廃止予定のため新規募集
しない空家）の増

２　経費等の状況

（計） 1,569

職 員 配 置
　常勤職員 　市の正職員

　非常勤職員

支出

事 業 収 支
（単位：円）

0

損益 1,658,327 0 1,658,327

4



実施 評価

○

○

判定 評価

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

３　事業の実施状況

区　分 目標（協定内容・指定管理者提案） 追加事業、未実施事業及びその理由

４　指定管理者業務の実施状況

区分 目標（協定内容・仕様等） 実施状況 目標未達成の理由等

本市指定事業

運営管理業務（入居事務、退去事務、入居者からの各種届出・申
請受理事務、入居者からの相談及び管理業務、家賃等の収納業
務、収入認定補助業務、滞納督促補助業務、業務報告）
施設管理業務（施設修繕業務、保守管理業務、防火管理業務、業
務報告）
その他市長が特に必要と認める業務（パトロール、入居者からの
意見聴取、空き住宅等の見回り）

3

自 主 事 業

情報紙の定期発行、高齢者世帯・高齢者単身入居者・障がい者へ
の巡回訪問、利用促進のための地域や関係団体との連携、入居者
向け認知症サポーター講習開催、自治会・入居者との交流、定期
巡回

新型コロナ感染防止対策として、利用者参集す
る講習会を見送った他、巡回訪問をポスト確認
への変更を行い対面行為を削減した。

①
施
設
の
維
持
管
理

施設全般の維持
管理

建築物各部位の保守・点検
必要な修繕が行われ、維持管理が図られて
いた。小修繕は、スタッフが直接作業を行
うなど迅速な対応が行われた。

機械・電気設備
の保守点検

運転監視、定期的な保守・点検 専門業者による保守点検が行われていた。

利用者からの苦
情に対する対応

苦情等への適切な対応
苦情等に対し迅速で適切な対応が取られた
ことを確認した。

利用者増加策の
実施

イベントの企画や自主事業の実
施

新型コロナ感染防止対策として、講習会等
は見送り、竹沢住宅では利用者と協働で敷
地内清掃を実施された。

清掃業務 日常清掃、定期清掃、特別清掃 -

水道光熱費・燃
料費の使用

環境負荷の抑制による省資源・
省エネルギー

-

損害保険の加入 協定書の保険に加入 保険証券の写しにより確認した。

敷地環境の整備
敷地内植栽の保護、育成、処分
等の管理

報告書により適切に行われていることを確
認した。

4

③
危
機
管
理
対
策

個人情報の保護 個人情報の適切な保護
個人情報保護方針に基づき実施しているこ
とを確認した。

速やかな措置と市など関係機関
への通報

関係機関への連絡、対応が適切に行われて
いることを確認した。

災害緊急時連絡
網・ﾏﾆｭｱﾙ整備

災害発生時の対応マニュアルの
整備

職員研修を実施し、非常時連絡網、対応マ
ニュアルを確認した。

3

消防設備の管理
及び点検の実施

消防設備の定期点検の実施 法定点検の実施を確認した。

警備業務の実施
(機械警備含む)

秩序・規律保持、犯罪防止、災
害防止及び利用者の安全確保

-

事故発生時の対
応体制の確保

避難(救助)訓練
の実施

避難訓練の実施 報告書により実施を確認した。

利用者の公平性
使用許可及び減免の適切な執
行、利用者の公平性の確保

-

3

②
サ
ー

ビ
ス
の
向
上

広報やＨＰなど
ＰＲ活動の実施

定期的・効果的な広報宣伝
情報紙の発行、ホームページ等を活用して
周知を図ったことを確認した。

施設利用状況の
定期報告

利用状況の定期報告 毎月の報告を確認した。

利用申込み等の
受付体制の確保

利用者の快適利用、円滑な施設
運営

対応でのトラブルがなく、正確で丁寧な対
応を確認した。



評価

５　利用者評価

利
用
者
評
価

利　用　者
アンケート

実施の有無 有

調査内容

入居者満足度アンケート（全団地30名に依頼、24名から回答を得る。）
・夜間休日を含めた24時間体制
・各種申請届出に係る問い合わせへの説明
・電話や窓口での対応状況
・相談や要望への対応状況
・施設管理に係る巡回
・修繕への早急な対応
・情報誌の定期発行

4
調査結果

概ね良好。
特にも、次項３点について高評価を得ている。
・夜間休日を含めた24時間体制
・電話や窓口での対応状況
・修繕への早急な対応

要望・苦情等

　　良好とする
　　評価

高齢の入居者が大半で、丁寧に説明されている。
夜間・休日にもかかわらず対応している。

　　苦情・改善
　　要望等

雪の重みで、ふすまや玄関ドアが開かない。
強い雨が降ると、雨樋が溢れる。

3

２ 経費等の状況
　（行革効果）

3

３ 事業の実施状況 3

６　総合評価

総
合
評
価

評価区分 評価 総合評価

１ 施設の利用状況 3

3

２ 経費等の状況
　（指定管理者損益等）

3

４ 業務の実施状況 3

　①施設の維持管理 4

　②サービスの向上

７　改善事項等

　　取り組み・
　　改善案等
　(施設所管課)

前年度からの改善事項 実施状況 次年度に向けての改善事項

自主事業の継続実施
情報紙の定期発行、高齢者世帯等
のポスト確認、アンケート（満足
度調査）の実施

自主事業の継続実施
※コロナ渦が収束した際には、
参集する催事を復活していただ
きたい。

　③危機管理対策 3

５ 利用者評価 4

評価理由

　第２期となる今回指定期間より、指定管理業者が負担する施設修繕の上限額を30万円から50万円に
引き上げており、市営住宅の経年劣化が多発傾向の状況下で入居者からの修理依頼に対し指定管理業
者が小修繕等の迅速な対応できるので評価される。
　併せて、自主事業として、市営住宅お知らせ版「すまいる・おうしゅう」で毎月の広報活動を継続
している点も評価できる。


